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図表1 平成8年度国土庁重点事項  
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図表2 平成8年度予算概算要求総括表  

（単位：百万円）  

8 年 度  ．前 
区  分  

要求額（Å）  予舞額（B）   （A－B）   （A／B）   

く13，130  く7，737  
1。公共事業関係費  319，431  305，009  14，422  

く3，333  く2，452  
水資源開発事業費  ●87，638  84，703  2，935  

く9，123  く4，874  
離島振興事業費  215，952  205，272  10，680  

農村総合整備計画調査贋  283  278  1．02  

く 674  く 411  
国土総合開発事業調整費  15，558  14，756  802  

く 253  く 243  
2。行政部賛  45，580  40，956  ．4，624   

（1）国  土 一計  画   も245   1，153   1．08   

（2）総合的土地対策   24，304   22，437   1，867  1．08   

（3）総合的水資源対策   259   239   1．08   

（4）大都市圏整備  1，020  1，21  

く 253  く 243  
（5）地方．凝興  7，710   7．103   1．09   

（6）．災  宵  対  策   2，810   1，334   1，476  2．11   

（7）地域振興整備公団措給金   1，420   1，479  △  59  0二96   

（8）そ の 他 6， 6，371  441  

く13，383  く7，980  
合  計   365，011  345，965  19，046   

注）1．上記く〉内雷は、公共投資鑑点化枠であり、前年度は突崩額、8年皮は要望額である。   
2．上記計数には、NTT－B型（前年皮は旧NTT－B型）を含んでいる。   
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図表3 平成8年度土地対策関係予算概算要求概要  

分   

8年匿  率  

備  区  考   

要求額（心   

1．21世紀を展望した中長期  202  

覧習来らの ‾l  

2．土地の郁桝l偶の促進  1，600  1，358  

轡・弓8糀  

3．土地情報の組合配慮備  1．19  
′ロロ （新規）36百万円  

4．国土調査の吉†面的な推進  11，787  1，259  1．11  ロー乙990Kml  
。、請託急整 

56暗珊  

日 

26  

22百万円  

5．地価公示、な実施  も715  4，456  259・  1．06  
30，500鵬  

地価公示等苦熱こおけるコ 瑞軒タイ琵  
、山‾ 

法の登摘花用推進  

尉 5。百珊  

6。国二王譲り用言、な  3，988一； l、Iii  0．98  

運用  

計  24，304   2乙437   1，867   1．08●   
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国表4 2－1世紀を展望した中長期的な観点からの土地政策の在り方の検討  

土地政雄の方向  

（1）土地の有効利用  

・実現すべき有効利用の内容  

・土地利用転換の促進策  など  

（2）適正な地価水準  

・土地市場のあり方  

・土地取引規制策  など  

（3）土地情報の総合的整備  

・整備すべき情報の内容  

・情報の体系的整備方策  など  
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 土地に関する基本理念の普及・啓発  

国表5 都市地域における土地の有効利用の促進方策  

現  状  対  策  

・地上げ空き地等低・未利用地の増加  

・防犯・防災上の間遁  

・空洞化等コミュニケーションの喪失  

都心地域等の低・未利用地の有効利用  

の促進  

市街化区域内農地を活用●した計画的な  

まちづくりの促進  

・道路等基盤整備の不足  

・住宅のばら建ち  

・宅地化農地と生産緑地の混在  

・資材置場など低・未利用地の増加  

・住宅のばら建ち  

・営農環境の悪化  

大都市近郊の市街化調整区域における  

土地利用調整対策の促進   
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図表6 東京都心部土地有効利用促進協議会による取組め概念図  
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図表7 東京都心部土地有効利用促進協議会による情報接供物件の現況  

（1）情報提供物件数の推移  （単位：件）  

当初  平成6■年9月未時点  平成噂12月末時点平成7年3月宋時点   

物件数  381   418  464   

A   3 6   41  36  

B   43   56  69  

C   228   、234 249  

D   74   87  110   

（2）情報提供物件の現況の推移  （単位：件）  

平成6年9月宋時点  平成6年12月未時点  平成7年3月末時点   

売買が決定したも  
の又は大筋で決定  7   32   44  
しているもの  

うち公的綾関  2   2   2   

によるもの  

売買の協談が進行  
中のもの  24   I9   22  

うち公的親閲  2   2   2   

によるもの 

国土庁調べによる   

民間事業者等まで詳細公表可の物件  
民間事業者等には概要公表、公的機関には詳細公表する物件  
民間事業者等には公表不可、公的機関には詳細公表する物件  
公的機関も含め、当面、公衆を控える物件  
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（●3）成約又は協議中物件の推移  

H6．9  H6．12  H7．3   

田成約 田協描  
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図表8 市街化区域内農地を活用した計画的なまちづくりの促進  

「胤と「触の訳如した  

㌢らづくり叫喝堅   

・榛温かなうるおいある   

良好な郡市環境の形成   

・良貿／よ貸托†斎別怯如剋   

・繕力ある地域づくりの低旺  

図表9 大都市近郊の市街化調整区域における土地利用調整対策の推進  

大緋市近郊における土地利用摘鑑対策の推進  

◎対象地域＝大郡市近郊の市傍化区域に料糞する〒机削棚域  

〔国〕  

大都市地吸土地計画利用推進  

協議会  

（国土庁、建設省、農林水産省）  

〔市町村〕  

（土地対策閥横軸局）  

〔郁府県〕  

0⊃県都市近郊土王蛎購潤跳進  

駐抜会（仮閉  

脚除却息．関係団体等）  

大都市近郊における土地利用  

の実態と問題の検討  

市町村等における計画的な土  

地利用への取組の実矧こつい  

て披紆  

総合的かつ計画的な土地利用  

の枠組み等の検討  

都府県内の資材掛臥企業所有  

未利用地等の低未利用地の実憤  

土地利用の転換動向の氾査・情  

報交換  

低未利用地の有効利用対策につ  

い七の検討  

称こ組毀が必要な地域の土地利  

用の調整方針の土地利用基本計  

画への位置づけ  

事業等の推進  く  ナ  

意  

見  

文  

換  

＝  

ほ  

細  

粒  

横  

地域の実情に応じた多種  

な手法の選択  

農地、星山としての  

保全（土地改良す喋苓）  

舶描法の悟用  
線引きの見直し  

地区計画討此  

土地区画脚異  
聞允許可  等   

公的  助成  

国土庁  

（土地利用転換計画既定等蛙壁）  

国土庁  

（低未利用地某想胴臨顆）  

（土地利用基本計画策定経堂）  

国土庁  

（土地利用糀推進基握狐査堂）  

大都市近郊対象都府県：東京弧神奈川県、埼玉県、千葉県、酪帽県、栃木県、茨城県、山梨県、  
大阪府、兵庫県、雇都府、奈良県、荘賀県、愛知県、岐阜県、三重県、静岡県  


